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岩盤を支持層とする大型橋梁基礎設計法 の 現状と将来像

Current　and 　Future　Trends　in　the　Foundation　Design　for　Large　Bridge　Construction

　　　　　　　　　　　 Using 　Rock 　Mass 　as 　a 　Bearing　Stratum

　　　　佐 藤 禎 哉 （さ とう て い や）

  オ リ エ ン タ ル コ ン サル タソ ツ 東京事業本部 業務管 理部 部長

山 田 勝 彦 （や ま だ か っ ひ こ ）

　　   長 大　長大橋 事業部　副技師長

1， 岩盤 を支持層 とす る橋梁基礎の特徴と コ ン

　　セ プ ト

　 1．1 橋梁 の コ ンセ プ ト

　橋 は 土 木技術 の 中で最も古 い 技 術 の
一

つ で あ る 。 人 間

の 生活圏が 拡大 す る に つ れ て ，川や谷を渡 る手段を 考 え

る よ うに な っ た。木 を 切 り倒 し，川 や 谷 に渡 した の が 丸

木橋 で あ り，木橋 の 起源 で あ る。そ の 後，材料，調査，

設計，施 工技術 の 進歩 や時代の 変化 と共 に さ ま ざ ま な橋

が 建設され，人 々 に 親 しまれて きた。橋の 機能 は 次の よ

うに 分 類す る こ とが 出来 る。

　（D　交通施設 と して の 機能

　　安全に 渡 す こ とが で き る強度 と大 き さ

　  　景観創造 の 機能

　　周 辺 や 自然 や 人 工 と調和す る造形 と色彩

　（3） 空間創造 の 機能

　　広 場 的 空間 ，遊 び の た め の 空間 （橋上 ，橋詰）（桁

　　下 と水面，地表面 に挟 まれた 空間）

　（4） 社会資産 と して の機能

　　歴 史的遣産，住民 に 親 しま れ る資産

　最近 で は ，建設 工 事 に よ っ て生 み 出 さ れ る 環境へ の 影

響 （産業廃棄物 ， 水質汚濁等 の 環境保全）， 自然景観の

保全を配慮 しなが ら，よ り厳 しい 自然，環境条件の 中で

の新た な 技術開発が 求 め られ て い る 。

　 1．2　岩盤 の 利用形態 と基礎形式

　次 に 岩 盤構造物 とい う観点より，橋梁 の 基礎工 に つ い

て こ れ ま で 岩盤 を どの よ うに 利用 して きたか，岩盤 の 利

用形態 の 面 か ら基礎工 の 形式 に つ い て 考察す る 。

　基礎 工 は橋梁上 部工 の 荷重 を安全 に地 盤 に伝達す る 役

目 を持つ た め，良好 な地盤 で ある 岩盤 は ，基礎工 の 支持

層 と して選定 され て きた。

　水 平 力 に 卓越 す る基 礎 工 と して ，吊橋 の ア ソ カ レ イ ジ

を 例 に と る と，図
一 1に 示す とお り，水 平 抵抗の 仕方 は，

  地形 の 特 色 を利 用 ，  周 囲 の 景観や環境保全を 重 視す

嘉
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　 図
一 1　 ア ン カ レ イ ジ基礎形 式

表一1　 支持岩盤 と地 盤 反 力度

橋 　　梁　 　名 支　持 　岩　盤　　　　　　　　　 形　　　　　式
底面反 力度

　（げ〆m2 ）
竣功年 度

G ．Washington 　Brid呂e 砂岩
・
頁岩 直接基礎 （締切 り工 法） 273 1931

San　FrarLcisco　Oakland　Bay　Bridge 泥岩 ケ
ー

ソ ソ基礎 （ド
ーム ドケーソ ン 工 法） 400 1936

Golden　Gate　Bridge 蛇紋岩 直接基礎 （締 切 り工 法） 1 5 1937

Mackinac 　Stra辻es 　Bridge 角礫 岩 ケ
ー

ソ ン 基礎 （二 重壁オ
ー

プ ンケ
ー

ソソ ） 146 1957

若戸大橋 3P 第三 紀砂岩
・
頁岩 ケ ーソ ン 基礎 （ニ ューマ チ ッ ク ケ

ー
ソ ソ ） 75 （95） 1962

大 島大橋 4P 花崗閃緑岩 多柱基 礎 （425） 1977

名港西 大橋 3P　 AunS 層 ケ ー
ソ ン 基 礎 （ニ ューマ チ ッ クケ ーソ ン ） 53 （83） 1984

大鳴門橋 4P 和泉砂 岩 多柱基礎 500 （6ユ2） 1985

南備讃 瀬戸 大橋 6P 花 崗岩 直接基礎 （設置ケ
ー

ソ ン ） 120 1988

横 浜港横断橋 3P 土丹 多柱基 礎 340 1989

東 京港連絡橋 3P 土 丹 ケ ーソン 基 礎 （ニ ュ
ー

マ チ ッ ク ケ
ー

ソン ） 60（157） 1993

明石海峡 大橋

＿ ⊥ 搬 灘 州 直接基礎 （設 置ケ ー
ソ ン ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

132 （340）

135 （265〕
1998
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る等考慮 しな が ら，力学的合理 性 を追求す る等の工 夫 が

見 られ る。代表的な 基礎構造物 と支持層 で あ る地盤 の 種

類 ，地 盤反力度 を 表
一 1に 示 す。

2． 設計法の現状

　来島大橋剛体基礎耐震設計 に お い て は，吊橋 の 上 部工

や 主塔 と剛 体基礎 の 固有周 期の 差 が 大きい た め，連成振

動 を しな い こ と を前提 に 並進 と 回 転 の 2 自 由 度 の 振 動

系 で表 さ れ る 力 学 モ デ ル （図
一 2） に よ る ス ペ ク トル 応

答解析 に基 づ い て 耐震設計 が 行わ れ る 。 風 化花崗岩 を 支

持層とす る 剛 体基 礎 の 安定計算は ， 図
一 3 に示す手順 で

行 わ れ る。

　耐 震 設 計 は，応 答 ス ペ ク トル （線形応答）解析 に よ る

が ，基礎底面 の 浮 き上 りの 影 響 を 考慮し ， 基礎底面 で の

線形応答値を非線形応答値 （実挙動） に変換す る等価 エ

ネル ギ
ー

法 に基 づ い て 行われ る。

3．　 課題および問題点

　3．1 計測事例 と 地盤定数の評価

　明 石 海峡大橋塔基礎 2P，3P に おい て，地盤変形量 の

当初予測値 と計算値を比較 し，有害な 変形が発生 して い

な い こ とを確 認 す る た め に ，地 盤変位計測計 （ス ライ デ

ィ ン グ ミ ク ロ メ
ー

ター） を 基礎 中心 下 の 地 盤内に 設置 し，
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一2　 剛体 基礎 の 1質点 2 自由度解析モ デル
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図
一3　 剛体基礎 の 安定計 算フ ロ

ー

施工 中か ら工 事完成後 の 動態観測
2｝を実施 して い る。

　動態観測結果か ら逆解析 に よ り地 盤定数 を 評価した 上

で設計 の 妥 当性 の 検 証，お よび 施工 中，完成後の 変形 を

予 測 し，安全性 を 確認 す る こ とが可能で，手法 と して は

ほ ぼ確立 され て い る 。 た だ ， 支持力 に 関 して は三 次元 的

な 不 連続性 ， 支持力と変形 の 相関等ま だ十 分解決 され て

い な い 。

　 3．2　課題の 整理

　剛体基礎の 耐震設計 に つ い て は，基礎 と地盤 の動的相

互 作用な どを考慮 した耐震設計要領に 基づ い て 行 っ て き

て い る が，要領 は，実構造物の 挙動 や 地 盤内ひ ず み等 の

観測記録が 皆無 に 近 い こ とや，地 震時 の デ ー
タ が無 い た

め ，理 論 に よ り組 み 立 て られる面が大 きい 。

　「動的地盤ばね」，「減衰定数」，「極度 の 偏心 傾斜荷重

下 の 地盤 の 挙動」，「残留変位 」，「寸法効果」 などは，仮

定 の も とに 安全側 に な る よ う配慮 して 定 め られ て お り，

工 学 的 に は，試 験 等 に よ る検証 が 必 要 で あ る。  基礎 地

盤 の 動的相互作用，  極度 の偏心 傾斜荷重 下 の 基礎の 安

定を検討 す る 目的 で著 し く風化され た 花崗岩 上 で 大規模

載荷試 験 が 実施 され て お り，試験内容 と成 果 が 報告3＞さ

れ て い る。こ れらの 分析から設計へ の 応 用 が 待 た れ る。

　剛体基礎 は ，剛 性 が 極 め て 高 く基礎構造 自体 の 変形 は

問題 に な らな い が，自重 が大 き く， 慣性力が 大 き くな る

こ と，ま た 海中 に お い て ， 水 の付加質量が大きい 等，地

震 入 力 が非常 に大 きくな る こ とが不 可避 で あ る。

4． 設計法の将来像

　4．1 新しい海峡横断プ ロ ジ ェ ク ト

　現在，我 が 国で 計画されて い る主要な海洋架橋プロ ジ

ェ ク ト構想 の位置 と，そ の 計画
4〕概要 を 次に 示 す。

　 4，2　大水深下長大橋基礎の 課題 の 整理

　長大橋海 中 基 礎 の 調 査 ，設 計，施 工 に 関 す る要素は ，

表
一 3 に示す とおりで ，海峡横断プ ロ ジ ェ ク トで 考 え ら

れ る大水深下長大橋基礎 に お い て は ，以 下の 課題 が あ る 。

　（1） 厳 しい 海上 に お け る地質調査
・
大水深ボ

ー
リン グ，

　　連続サ ン プ 1J
ン グ，面 的地 形 調 査

　  　 よ り高 度 な耐震 設 計法 が 求め られ る 。

　  支持地盤 の
一

部破壊 まで 含 め た 応答解析 （残 留変位

の評価含 む ），  上 部 工 サ イ ドの 受 忍変位 の 研究 （変位

を許 す 設計），  滑動，滑動 ＋ 転倒 ，支持力 に 対 す る 動

的安定照 査法 の 開発

（3） よ り厳 しい 条件下 に おけ る施 工 法 の 開発

表
一2　 明 石 海峡 大橋 と津軽海 峡 大 橋 の概 要

明石 海峡大橋 （内海） 津軽海峡 大 橋 （国際海峡 ）

全　　 　 　　 　　長 4   19km

最　　大　 水　 深 110rn 280m

基礎の 最 大設置水深 60m 230m

最　 大　 波　 高 5，2m 22．5m

最　 大　 　潮　 流 8   ot 7knot

最　　大　 風　 速 65m ！s 80m ！s

地 震 地 域 分 類　　　　　　　 噛最 も厳 しい （第
一

地 区〕 最も厳 しい （第
一

地区）

　 土 と基礎，46− 9 （48S）
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表一3　 長大橋海 中基礎 の 設計，施工 に 関す る 要素 （参考）

一 『

調 査
大水 深ボ

ー
リ ン グ ，連続 サ ン プ リン グ ，面的地

形 調査

1設計条 件 施工 時 ・潮流，波 浪，風，そ の 他

設

（荷 重 ほ

か ）
完　成

・地 震，動水圧 （海水 の 付加重量），波浪，船

舶 衝突

1
施工 時 ・浮体安定，着底時安定

副・設計手 法
。許 容 変異 お よ び 安全 率

完　成 ・耐 震設計 （応 答解析）
・支持力安 定解 析，部材設 計

・施丁 ヤ ード，洋上基地 の 施工 水 深

施　 工 条　 件 ・施工 期間

・
安 全性，環境 保全

施
。岩 盤掘削，な ら し工 法

・海 L作業 （波 浪，浮体の 安定，係留，着底時

の 安定）

工
施 工 法 と施工 技 術 ・コ ソ グ リ

ー
ト打設，プレ ハ ブ化，ブロ ッ ク化

ー　．　1
・洗掘防止

。情 報化施 工 お よ び 動態観 測 （計 測技術 ）

。施工 管理技術

ψ

［軋 甲
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　　波力発電装置

　 　　
一75m
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1
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　 o 　 窯

耄
一
慰
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1 1
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図
一5　 波 力発電 機 能 を持 っ た ツ イ ソ タ ワ

ー
基ees）

　　　 （概念 図）

〆

図一4　 海 洋架橋プ ロ ジ ェ ク ト構 想位置 図

　大水深，強潮流 に お け る海底 ボーリン グ は これ ま で の

SEP （自己 昇降式 足 場 ）で は ，適用 性 の 問 題 が あ り，

豊予海峡 トン ネ ル で 用い ら れ た 海底着底型ボー
リ ン グ装

置で は ，1m 未満の コ ア しか 採取 で きず，橋梁設計 に 必

要な力学特性を得る こ とが で きな い 。今後の 海峡プ ロ ジ

ェ ク トに お け る大水 深ボ
ー

リン グの 方法 と しては，海外

で 実績 の あ る 船舶型 の 足場
5）（DPS ＝Dynamic　Position−

ing　System （自動船位保持装置シ ス テ ム ）を搭載 した

地質調査船）や自航台船型 の 足場が 有力な方法 と して 検

討 さ れ て い る。

　4，3 構造物の コ ン セ プ トと将来像

　海中の岩盤の 支持 さ れ る 基礎構造物 に 求 め られ る将来

像は，以下 の とお りで ある。

　（／） 波力，地震時動水圧の 影響 の 小さい 構造形態

　  　浮力の 利用，海水 の サーチ ャ
ージ と して の 利用 等

　（3） 人工 地 盤の 開発 に よ る免震構造

　i）　硬 い 岩盤 の 動的性 状 の 改 良，す べ り層 の 形 成 ，着

　　底時 の 衝撃の 緩和 （ク ッ シ ョ ン 材）

　 こ れ らを実現す る た め の構造物の コ ン セ プ トを 以下 に

示 す。

　  海 中 ，海上 作業 を 出来 る だ け 少 な くす る，  現 場 の

気象条件下で 施 工 性に優れ て い る，  耐 久性 （新材料構

造 の 採用，メ ン テ ナ ン ス フ リ
ー

），   工費
・工 期の 低減

（プレキ ャ ス ト化，高強度化，柔購造），  浮力
・
海水の

有効利 用，  変位をゆ る す構造，  動水圧，慣tt力を 低

減 す る構 造 〔免 震 構 造 ） （中空化 ほ か ），  ハ イ ブ リ ッ ド

構造

　海峡 プ ロ ジ ェ ク トで 計画 さ れ る 長大橋梁は，い ずれも

大水深，大深度 に 基礎を必要 と し，ま た，ス パ ソ の 拡大

に 伴 う上 部 構 造反 力 の 増大 とい う厳 しい 条件下 に あ るの

で，単位長さ当た りの 工 事費が 大幅 に 増加 す る こ とは 明

らか で あ る 。 した が っ て，橋梁の 機能 の ハ イ ブ リ ッ ド化，

建設技術の ハ イ ブ リ ッ ド化 に よ る 技術 の 集約 とロ ー
コ ス

ト化とい うコ ン セ プ トが必 要 とさ れ る。

　例 え ば，ハ イ ブ リ ッ ド構造 に つ い て 言 え ば，基礎構造

物に 波 力発電7）や 風 力発電，潮力発電等 の ク リ
ー

ン エ ネ

ル ギ
ー

施設の 機能 を 持 た せ た り， 橋梁を軸に して 静穏海

域 を創造 （海上都市，レ ク リエ
ー

シ ョ ソ 施設等か ら成 る

多機能空間の 創造）す る こ と も考 え られ る 。

）1

）2

）3

）4

＞5

＞6
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